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障害の有無にかかわらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う共生社会

の理念が浸透しつつある中、障害者の社会参加が進展し、障害者の就業に対する意欲

が高まってきており、障害者の就業機会の拡大による職業的自立を図ることが必要と

なっている。このため、労働政策審議会における検討を経て、2005（平成17）年２月、

「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案」を第162回国会に提出

し、同年６月可決・公布されたところである。

同法律案の主な内容は次のとおりである。

① 精神障害者に係る対策を充実強化するため、雇用されている精神障害者につい

て、障害者雇用率制度上、身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとみな

すとともに、障害者雇用納付金等の額の算定対象に加える。

② 自宅等において就業する障害者の就業機会の確保等を支援するため、これらの

障害者に直接、又は厚生労働大臣の登録を受けた法人を介して業務を発注した事

業主に対して、障害者雇用納付金制度において、特例調整金・特例報奨金の支給

を行う。

③ 国及び地方公共団体は、障害者福祉施策との有機的な連携を図りつつ障害者雇

用促進施策を推進するよう努めることとする。

障害者の雇用状況については、新規求職申込件数が前年に比べて増加するなど障害

者の就業に対するニーズが高まるなか、法定雇用率1.8％が適用される一般民間企業に

雇用されている障害者数が、257,939人と前年に比べて4.4％増加したほか、就職件数が

増加し解雇者数が減少するなど明るい動きが見られる。

一方で、民間企業の実雇用率は1.46％にとどまり、法定雇用率未達成企業の割合も

半数を超えているなど依然として厳しさも残っている。
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我が国の障害者雇用対策については、「障害者基本計画」（2002（平成14）年12月閣

議決定）や「障害者雇用対策基本方針」（2003（平成15）年３月厚生労働省告示）等に

基づき、障害者がその能力を最大限発揮し、働くことによって社会に貢献できるよう、

様々な施策を講じている。

（１）法定雇用率達成指導の充実・強化

我が国の障害者雇用対策の柱は、障害者雇用率制度である。「障害者の雇用の促進等

に関する法律」に基づき、事業主は、その雇用する障害者の数が法定雇用率相当数以

上であるようにしなければならないものとされている。障害者の雇用率が著しく低い

事業主に対しては、雇入れ計画の作成を命じ、その計画的な雇入れを促進することと

しており、計画が適正に実施されない場合には、勧告や企業名の公表（2004（平成16）

年度：１社）を行うなど、法定雇用率達成指導の徹底を図っている。

（２）納付金制度に基づく各種支援措置

障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担を調整するとともに、障害者の雇用を容易

にし、もって社会全体としての障害者の雇用水準を引き上げるため、事業主の共同拠

出による障害者雇用納付金制度が設けられている。この制度により、法定雇用率未達

成の事業主（規模301人以上）から納付金を徴収し（不足数１人につき月額５万円）、

一定水準を超えて障害者を雇用している事業主に対して、障害者雇用調整金、報奨金

を支給するほか、施設、設備の改善等を行って障害者を雇い入れる事業主等に対して

各種の助成金を支給している。

ハローワークでは、求職申込みを行うすべての障害者に対し、障害の態様に応じた

きめ細かな職業相談、職業紹介や就職後の指導・助言、障害者試行雇用（トライアル

雇用）事業等の職業リハビリテーションを行っている。

また、障害者に対する専門的な職業リハビリテーションを実施する機関として、「地

域障害者職業センター」（47所、支所５所）を設置している。当該センターにおいては、

障害者職業カウンセラーを配置し、ハローワークと密接な連携を図りながら、障害者

に対する職業評価、職業指導、職業準備訓練、職業講習、職場適応援助者（ジョブコ

ーチ）による職場定着支援や事業主に対する障害者の雇用管理に関する相談、助言等
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の各種支援を行っている。

2004（平成16）年度においては、休職中の精神障害者の円滑な職場復帰に向けた支

援を行う「精神障害者職場復帰支援事業」（リワーク支援事業）を全国６センターにお

いて開始したところであるが、2005（平成17）年度には、さらにこれを強化し、全国

47のセンターにおいて、医療機関との連携の下、精神障害者及び事業主に対して、新

規雇用、復職から雇用継続に至るまでの支援を総合的・体系的に行うこととしている。

このほか、身近な地域で雇用、福祉、教育等の関係機関のネットワークを形成し、

障害者に対する就業面の相談や日常生活上の相談等を一体的に行う「障害者就業・生

活支援センター」を設置しており、2004年度においては、全国79か所で障害者に対し

て相談、助言等の支援を行ってきたところであるが、2005年度には、事業を拡充し、

全国90か所において支援を実施することとしている。

現在、授産施設等の福祉施設や作業所で就労している障害者の多くは企業で雇用さ

れることを望んでいるものの、実際に雇用に移行する割合はごくわずかであるという

状況にある。このような中、これら福祉施設等に入所している障害者の一般就労への

移行を促進するため、ハローワークが中心となって当該福祉施設等をはじめとする地

域の支援関係者からなる「障害者就労支援チーム」を設置し、就職に向けた準備から

職場定着までの一連の支援を行う「地域障害者就労支援事業」を2005（平成17）年度

から全国10か所のハローワークで実施することとしている。

（１）一般の公共職業能力開発施設における受入れの促進

ノーマライゼーションの観点から施設のバリアフリー化を推進すること等により、

可能な限り一般の公共職業能力開発施設において職業訓練を実施している。

また、2004（平成16）年度からは、知的障害のある人に対する新たな職域の職業訓

練の成果をもとに、県立の一般公共職業能力開発施設において知的障害のある人等を

対象とした訓練コースを設置して、障害のある人の受入れを一層促進している。

（２）障害者職業能力開発校における職業訓練の推進

一般の公共職業能力開発施設において職業訓練を受けることが困難な重度の障害の

ある人については、障害者職業能力開発校を設置し、職業訓練を実施している。
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障害者職業能力開発校においては、個々の訓練生の障害の程度等を十分に考慮する

とともに、サービス経済化、ＩＴ化の進展等の下で、地域の雇用ニーズに対応した職

業訓練内容の充実を図っている。

（３）地域の多様な民間機関等に委託して行う職業訓練

2004年度から、雇用・就業を希望する障害のある人の増大に対応し、障害のある人

が居住する地域で職業訓練が受講できるよう、居住する地域の企業、社会福祉法人、

ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関等の多様な委託先を活用した委託訓練を全国で機動的

に実施し、障害者の職業訓練機会を大幅に拡充している。

（４）ＩＴ技能付与のためのｅ－ラーニングによる遠隔教育訓練モデル事業

近年における著しいＩＴ化の進展に対応し、障害のある人の職域の拡大に資するＩ

Ｔを活用した職業能力開発を推進するため、2004年度から、障害のある人に対して、

ｅ－ラーニングによるＩＴ技術付与のための遠隔教育訓練のモデル事業を実施してい

る。

（５）職業能力に関する啓発

障害のある人の職業能力の向上と、広く障害のある人に対する理解と認識を高め、

その雇用の促進を図ることを目的として、全国障害者技能競技大会（アビリンピック）

を開催している。2004年度は、宮城県で第27回全国大会が開催された。

なお、2007（平成19）年には、「2007年ユニバーサル技能五輪国際大会」として、大

会史上初めて技能五輪国際大会と国際アビリンピック（第７回）がわが国で同時開催

され、障害の有無にかかわりのない職業能力と職業分野への貢献を広くアピールする

こととしている。

（１）支援費制度の施行状況

2000（平成12）年の社会福祉基礎構造改革の一環として、身体障害者福祉法等が改

正され、障害者福祉サービスについては、利用者の立場に立った制度を構築するため、

行政がサービス内容を決定する「措置制度」から、障害者自らがサービスを選択し、

第

章
８

厚生労働白書（17）342

障害保健福祉施策の推進第2節

1 障害保健福祉施策の現状



事業者との対等な関係に基づき、契約によりサービスを利用する「支援費制度」が

2003（平成15）年4月から導入されているところである。

支援費制度の施行状況を見ると、とりわけホームヘルプサービスやグループホーム

等居宅サービスの利用が、施行後に一貫して伸び続けている。これは、障害者に制度

がよく知られるようになり、それまでサービスを利用することができなかった知的障

害者や障害児を中心に、多くの障害者が新たにサービスの利用をすることができるよ

うになったこと等が要因と考えられ、障害者の地域生活支援が大きく前進していると

ころである。

一方、新たな利用者の急増に伴い、サービスに係る費用は増大しており、今後も利

用者の増加が見込まれる中、現状のままでは制度の維持が困難な状態となっている。

また、障害者から申請を受けた市町村が支援費の支給決定を行う際に参酌する全国共

通の客観的な基準がないことのほか、地域におけるサービス提供体制が異なりサービ

スの利用状況について地域差が非常に大きいことや、福祉サービスの整備が遅れてい

る精神障害者が対象となっていないことなど、解決すべき課題も多く存在している。

（２）障害者自立支援法案の提出

これらの課題を解決し、今後もサービスの利用が伸びていく中で、サービスの質を

担保しつつ、必要なサービス量を確保し、より安定的かつ効率的な制度とするため、

制度全般にわたり検討を行い、第162回通常国会に「障害者自立支援法案」を提出した

ところである。

この法案においては、支援費制度の「自己決定と自己選択」及び「利用者本位」の

理念を継承しつつ、障害保健福祉施策の抜本的な見直しを行うこととしており、具体

的には、

①　障害の種別にかかわらず一元的にサービスを提供する仕組みの創設

② 様々な障害のある方が支援の必要度に応じて公平にサービスを受けられるよう、

障害の程度に関する尺度の設定やケアマネジメントの制度化による、サービスの

支給決定の客観化・透明化

③ 福祉サービスの利用者も含め、皆で制度を支え合う仕組みとするため、サービ

スの利用量と所得に着目した費用負担の仕組みの導入

④　障害者の在宅サービスに関する国及び都道府県の負担の義務化

⑤ NPO法人等による通所サービスの運営、空き店舗・空き教室等を、障害福祉サ

ービスの拠点として活用することなどの規制緩和や、地域特性を踏まえた柔軟な

事業運営が確保されるよう、既存の施設について、複数の機能のサービス実施が

可能となる基準の設定

第

章
８

厚生労働白書（17） 343

障害者施策と地域福祉の推進 第8章



等を提案しているところである。

いずれも、今後、障害保健福祉施策を推進していくために必要不可欠なものであり、

障害当事者や地方自治体、関係団体等の意見も踏まえながら、見直しを進めていくこ

ととしている。

障害のある人が地域の中で自立した生活を送る上で、その持てる能力を最大限発揮

し、意欲や適性に応じて就労することは、ノーマライゼーションの観点からも非常に

重要である。

政府としても、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004（骨太方針2004）」

において、「障害者の就労支援等の施策について充実強化を図る」こととしており、障

害者の就労支援施策は、今後、特に力を入れていくべき分野である。

（１）省内検討会議による検討

厚生労働省内の労働部局と福祉部局が中心となり、2004（平成16）年２月に「障害

者の就労支援に関する省内検討会議」を設置し、同年7月に「障害者の就労支援に関す

る今後の施策の方向性」を取りまとめたところである。この報告では主に以下の施策

の充実を図ることとしている。

① 福祉部門から一般就労への移行施策を確立するため、施設体系の見直し等を実

施

② 障害者の居住する地域における職業自立を支援するため、多様な雇用・就業機

会の確保と能力開発を促進

③ 生活面と就労面の支援を切れ目なく行うため、福祉、雇用等の関係機関による

就労支援に係るネットワークを構築

（２）有識者懇話会の開催

2004（平成16）年8月には、福祉側と企業側の相互理解を深めるとともに、両者が協

調して進めることのできる就労支援のための福祉施策の在り方について意見交換を行

うため、「障害者の就労支援に関する有識者懇話会」を開催し、同年9月29日に「障害

のある人の『働きたい』を応援する共働宣言～共に働き・共に生きる社会づくりを目

指して～」とする冊子を作成し、全国に配布したところである。
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（３）障害者自立支援法案における就労支援の推進

第162回通常国会に提出した「障害者自立支援法案」においては、これまでの就労支

援に関する検討を踏まえ、障害者が企業等で働けるよう、福祉側からの支援を強化す

ることとしている。

この改革においては、現行の授産施設等をその機能に着目して再編し、福祉施設か

ら一般就労への移行を進める「就労移行支援事業」や、就労の機会を提供する「就労

継続支援事業」等のサービス体系に位置づけ、効果的・効率的にサービスが提供でき

るシステムを確立することとしている。

また、福祉側と雇用側がネットワークを構成して、障害者の適性に合った就職のあ

っせん等を行うこととしており、第162 回通常国会に同時に提出している「障害者の

雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」と一体となって、障害者がその能

力や適性に応じて、より力を発揮できる社会を目指すこととしているところである。

発達障害者支援施策については、2004（平成16）年12月に公布され、2005（平成17）

年４月から施行されている「発達障害者支援法」に基づき、平成17年度予算において

以下のような事業を盛り込んでいるところである。

（１）発達障害者支援の体制整備について

発達障害者支援法の対象となった自閉症、アスペルガー症候群、学習障害、注意欠

陥多動性障害などの発達障害者の支援のための体制整備は喫緊の課題である。そのた

め、都道府県・指定都市において、医療、保健、福祉、教育、雇用等分野の発達障害

に係る関係者から構成される「発達障害者支援体制整備検討委員会」を設置し、都道

府県等内の発達障害者の現状の把握、今後の支援体制の整備構築等を検討する事業を

実施することとしている。

また、支援の体制を実践的に構築することが重要であることから、発達障害者の乳

幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する個別支援計画に基づく一貫した

支援を提供する事業を、障害保健福祉圏域（あるいは市町村）においてモデル的に実

施することとしており、文部科学省の実施する「特別支援教育体制推進事業」と協働

して行う。

（２）自閉症・発達障害支援センター運営事業

「自閉症・発達障害支援センター」は、2002（平成14）年度から実施されている予
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算事業であるが、発達障害者支援法の制定により「発達障害者支援センター」として、

各都道府県・指定都市における相談・支援の中心的役割を担うことになり、2005（平

成17）年度は、36か所の予算を盛り込んでいるところである。

また、発達障害への理解を進めるための普及・啓発活動を実施するなど、「制度の谷

間」を作らないという法の趣旨にのっとり、厚生労働省や文部科学省をはじめとした

関係省庁が緊密に連携をとって、発達障害者支援のための各種施策を推進することと

している。

（１）精神保健福祉施策全般の水準の向上

我が国の精神保健福祉施策は、歴史的に入院処遇を中心として施策が講じられてき

たという経緯があり、近年、数次にわたる精神保健福祉法の改正、障害者プランの実

施等により、精神医療の質的向上や早期の社会復帰への方向転換が図られてきたもの

の、依然として、受入条件が整えば退院可能な長期入院者が相当数存在するなど、更

なる施策の充実の必要性が指摘されているところである。

このような現状を踏まえ、2002（平成14）年12月には精神保健医療福祉の諸課題に

ついて全省的な体制の下に計画的かつ着実な推進を図ることを目的として、厚生労働

大臣を本部長とする「精神保健福祉対策本部」が設置され、その後、「精神障害者の地

域生活支援の在り方に関する検討会」等における議論を経て、2004（平成16）年９月

に報告書「精神保健医療福祉の改革ビジョン」がとりまとめられた。本報告書におい

ては、「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本的な考え方に基づき、①精神疾

患や精神障害者に対する国民の理解の深化、②病床の機能分化を進め、できるだけ早

期に退院を実現できる体制を整備するための精神医療の改革、③地域で安心して暮ら

せるための地域生活支援の強化について提示しており、今後、これらの実現に向けて

取り組んでいくこととしている。このうち、精神障害者に関する福祉施策をはじめと

して、その一部については、「障害者自立支援法案」に、その実現に向けた取組みを盛

り込んでいるところである。

また、障害者自立支援法案においては、精神障害者の通院公費負担制度についても、

必要な医療を確保しつつ、皆で負担し支え合う制度にするため、更生医療及び育成医

療とともに、新たに自立支援医療として統合し、必要な見直しを行うこととしている。

（２）心神喪失者等医療観察法

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し、その適切な処遇を決定する
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ための手続等を定めることにより、継続的かつ適切な医療の実施を確保するとともに、

必要な観察及び指導を行うことによって、その病状の改善とこれに伴う同様の行為の

再発の防止を図り、対象者の社会復帰を促進するため、「心神喪失等の状態で重大な他

害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律案」を2002（平成14）年３月に第154

回通常国会に提出した。同法案は、国会における審議において一部修正の上、2003

（平成15）年７月に成立した。公布より２年以内の施行に向け、同法に基づく指定入院

医療機関の整備等の準備を着実に進めているところである。

近年、ホームレスの急増や、生活保護受給者の急激な増加及び高齢化など、低所得

者に対する支援の必要性は高まっている。

生活保護制度は、利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用してもなお最

低限度の生活を維持できない者に対し、その困窮の程度に応じて保護を行い、最低限

度の生活を保障するとともに、その自立の助長を目的とする制度である。

近年は、長引く経済雇用情勢の低迷、高齢化の進展などの影響を受けて、1995年

（平成７）年度を底として、生活保護受給者数、生活保護受給率共に急激に増加してお

り、2003（平成15）年度は、生活保護受給者数が約134万人、人口千人当たりの生活保

護受給者数が10.5人、生活保護受給世帯数は過去最高の約94万世帯となっている。

こうした中、社会保障審議会福祉部会に設置された生活保護制度の在り方に関する

専門委員会において2004（平成16）年12月に取りまとめられた報告書を踏まえ、生活

保護基準の在り方及び自立支援等制度・運用の在り方について、2005（平成17）年度

から順次見直しを行っている。

具体的には、経済的給付に加え、実施機関が組織的に生活保護受給世帯の自立を支

援する制度に転換することを目的として、「自立支援プログラム」の導入を推進してい

る。自立支援プログラムとは、実施機関が管内の生活保護受給世帯全体の状況を把握

した上で、生活保護受給者の状況や自立阻害要因について類型化を図り、それぞれの

類型ごとに取り組むべき自立支援の具体的内容及び実施手順等を定め、これに基づき

個々の生活保護受給者に必要な支援を組織的に実施するものである。

また、生活保護基準の見直しについては、2005年度に、①生活保護を受給する有子
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世帯の自立を支援する観点から新たに高等学校等就学費の給付、②母子加算の見直し、

③多人数世帯の生活扶助基準額の見直し、④20歳未満の若年者の第１類費年齢区分の

簡素化、⑤老齢加算の段階的な廃止（２年目）を実施している。さらに今後、５年に

１度、生活扶助基準の定期的な検証を行う予定である。

三位一体改革における生活保護費負担金の見直しについては、2004年11月の政府・

与党の合意を踏まえ、地方団体関係者が参加する協議機関を設置して制度の在り方に

ついて幅広く検討を行い、2005年秋までに結論を得て、2006（平成18）年度から実施

することとされている。

ホームレス問題については、2002（平成14）年８月に施行された「ホームレスの自

立の支援等に関する特別措置法」に基づき、2003年１月から２月に、ホームレスの実

態に関する全国調査を行った。この調査結果を踏まえ、同年７月に「ホームレスの自

立の支援等に関する基本方針」を策定したところである。厚生労働省においては、こ

の基本方針を踏まえ、雇用、住宅、保健医療、福祉等の各分野にわたって施策を総合

的に推進することとしている。

生活福祉資金貸付制度は、低所得世帯等に対して、低利又は無利子での資金の貸付

けを行い、その安定した生活を確保することを目的として、1955（昭和30）年から各

都道府県社会福祉協議会において実施されている。2004年度には、低所得世帯等の資

金需要に応えるため、資金種類の見直しや貸付条件の緩和を行ったところであり、今

後とも本制度の一層の普及・定着を図ることとしている。

2004年度は、多くの台風・豪雨や新潟県中越地震など、災害による被害が相次いだ

ところであり、11の災害に対し、延べ22府県150市町村に災害救助法を適用した。災害

弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害弔慰金等の支給または貸付状況は、災害弔

慰金が208件、災害障害見舞金が１件、災害援護資金が1,287件となっている。引き続

き、被災者に対する応急救助が適切に行われるよう取り組んでいるところである。

社会福祉制度においては、福祉サービスの提供に、ＮＰＯ法人やボランティアとい

った主体の参入が進展する一方、社会福祉法人の福祉サービスの主たる担い手として

の役割に対する期待は、ますます高まっている。また、社会福祉士や介護福祉士など

専門性の高い人材が養成され、今後も活躍が期待されている。

社会福祉法人制度については、介護保険制度や障害者福祉サービスの支援費制度に

より、措置から契約への転換や、社会福祉事業への多様な民間主体の参入等、社会福

祉を取り巻く環境が大きく変化している。このため、これからの時代にふさわしい社
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会福祉法人制度の確立に向けた見直しのために、社会保障審議会福祉部会において社

会福祉法人に関する制度の在り方について議論が進められ、2004（平成16）年12月に、

公益的取組の推進や経営の自律性の強化などを内容とする意見書（社会福祉法人制度

の見直しについて）が取りまとめられた。これを踏まえ、2005（平成17）年４月に通

知を発出し、所要の改正を行った。

また、社会福祉法人が経営する施設等で働く職員に対し、退職給付を行う社会福祉

施設職員等退職手当共済制度については、その財源につき、経営者が支払う掛金のほ

か、国及び都道府県からあわせて３分の２の公的助成が行われている。介護保険制度

導入以来、介護サービス事業者においては、多様な経営主体が参入しているところで

あり、特殊法人等整理合理化計画（2001（平成13）年12月閣議決定）や上記意見書等

を踏まえ、①介護保険制度における他の民間とのイコールフッティングの観点から、

その対象となる高齢者関係の施設等について、公的助成を廃止し、②給付水準につい

ては、掛金負担の増加が見込まれる中で、制度の安定化を図る等の観点から、給付水

準の１割の抑制を行うこととする等の見直しを行い、2005年２月に「介護保険法等の

一部を改正する法律案」の一部として所要の改正案を第162回国会に提出した。

福祉人材の確保、資質の向上を図る点からは、介護福祉士制度に関して、2005年度

より、介護等に関する専門的技術についての講習（介護技術講習）を修了した者につ

いては、受験者の申請に応じ、実技試験を免除する制度を導入している。また、社会

福祉士の養成課程において重要な相談援助技術の指導を充実させるため、2005年度か

ら、社会福祉施設等の現場で行う社会福祉援助技術現場実習の指導者に対して、指導

方法等に関する研修事業を行うこととしている。このほか、福祉人材センター等にお

いては、引き続き、社会福祉事業従事者の就業の促進、従事者処遇の充実及び資質の

向上を図っている。

ボランティアについては、地域福祉の担い手として期待され、その活動者数は全国

で約779万人（2003（平成15）年全国社会福祉協議会調査）に達しており、国民の関心

も高いことから、ボランティアに関する情報提供や相談などを行う「ボランティアセ

ンター」への支援を通じ、その振興を図っている。また、共同募金からの配分金がボ

ランティア活動の貴重な財政支援となっており、今後ともこうした活動を推進してい

くこととしている。

社会福祉の分野においては、サービス利用者と提供者の間の対等な関係の確立と、

増大多様化する個人の福祉需要に対する総合的な提供体制の整備を図るため、種々の
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取組みを行っている。

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断能力が十分でない方々が地域

において自立した生活を送ることを支援するため、福祉サービスの利用や日常的な金

銭管理に関する援助を行う地域福祉権利擁護事業が、社会福祉協議会を中心に実施さ

れており、今後、一層の定着を図ることとしている。

また、利用者本位の社会福祉制度を実効あるものとするため、都道府県社会福祉協

議会に運営適正化委員会を置き、苦情解決のあっせんや都道府県知事への通知等を行

っている。

さらに、事業者の提供するサービスの質を当事者以外の公正・中立な第三者評価機

関が、専門的かつ客観的な立場から評価する第三者評価事業の更なる普及推進を図る

ため、2004（平成16）年５月に「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」

を各都道府県に示した。

地域福祉計画は、住民の主体的な参加により、地域における日常生活上のニーズを

明らかにするとともに、その解決に向け、公民協働により多様なサービスを総合的に

提供する体制を計画的に整備するものであり、社会福祉法に基づき、地方公共団体が

策定することとされている。また、その策定過程を通して、地域住民のつながりを再

構築し、それぞれの地域で誰もが安心で充実した生活を送られることを実現するもの

として、地域福祉推進の大きな柱となるものである。

（１）全国戦没者追悼式

全国戦没者追悼式は、先の大戦において多くの尊い犠牲があったことに思いを馳せ、

戦没者の方々を追悼するとともにその尊い犠牲を永く後世に伝え、恒久平和への誓い

を新たにするという趣旨の下、毎年８月15日に政府主催で天皇皇后両陛下の御臨席を

仰いで日本武道館で実施している。

（２）千鳥ヶ淵戦没者墓苑拝礼式

千鳥ヶ淵戦没者墓苑拝礼式は、遺骨収集等により新たに持ち帰られた先の大戦によ

る戦没者の遺骨であって遺族に引き渡すことのできないものを国の施設である千鳥ヶ
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淵戦没者墓苑に納骨するとともに、同墓苑に納められた遺骨に対して拝礼を行うもの

であり、厚生労働省主催により毎年春に皇族の御臨席を頂き実施している。

（１）遺骨収集と遺骨のＤＮＡ鑑定

厚生労働省は、国会決議に基づき1952（昭和27）年度以降遺骨収集を行っており、

これまでに海外戦没者（約240万人）のうち、引揚者等が持ち帰ったものを含め、約半

数（約124万人）の遺骨が本邦に送還された。自然条件や相手国の事情により収集でき

ない地域等が残されているが、今後も遺骨に関する情報に基づき収集団を派遣し、遺

骨収集を実施することとしている。

戦没者の遺骨については、従来より遺留品等から身元が特定できた場合に遺族に伝

達しているが、近年、ＤＮＡ鑑定の技術を活用した身元特定が可能であることが分か

ってきたことから、一定の条件を満たす場合に、希望する遺族に対して2003（平成15）

年度からＤＮＡ鑑定を実施している。

（２）慰霊巡拝・慰霊碑建立

戦没者を慰霊するため、1976（昭和51）年度から遺族を主体とした慰霊巡拝を実施

している。また、1991（平成３）年度から戦没者の遺児が旧主要戦域において現地の

人々と交流し、広く戦争犠牲者の慰霊追悼を行う慰霊友好親善事業を実施している。

戦没者慰霊碑については、戦没者への慰霊と平和への思いを込めて、1970（昭和45）

年度以降硫黄島及び海外14か所に建立している。また、旧ソ連地域についても小規模

慰霊碑を2000（平成12）年度以降５地域に建立している。

（１）中国残留孤児の調査

中国残留孤児については、「訪日調査」を1999（平成11）年度まで計30回行ってきた

が、高齢化した孤児の負担を軽減し、早期の帰国希望に応えるため、2000（平成12）

年度から、中国で日中共同の調査を行い、両国政府が孤児と確認した者について身元

調査を行った後帰国できることとしている。こうした一連の調査の結果、2005（平成

17）年３月末までに、2,795名の中国残留孤児のうち、1,279名の身元が判明している。
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（２）中国及び樺太残留邦人に対する支援

①　帰国支援

中国及び樺太残留邦人に対する永住帰国援護として、帰国旅費や自立支度金を支

給するほか、残留邦人の高齢化にかんがみ、その扶養のために同行する成年の子１

世帯も援護の対象としている。また、一時帰国援護として、希望者による墓参を目

的とした一時帰国を毎年実施している。

②　自立支援

帰国者やその家族が円滑に社会生活を営むことができるよう、帰国後６か月間の

「中国帰国者定着促進センター」への入所、その後８か月間の「中国帰国者自立研修

センター」への通所を通じて、日本語教育、就労指導等を行っている。

また、地方公共団体、民間ボランティア及び地域住民の協力の下、帰国者の自立

に向け継続的な支援を行うため、東京、大阪及び福岡に「中国帰国者支援・交流セ

ンター」を設置し、高齢帰国者や就労を目指す２・３世に対応した日本語教育等を

広域的に展開している。さらに、2005（平成17）年度からは、医療・介護を必要と

する帰国者及びその家族に対し派遣している自立支援通訳の派遣期間を拡充するこ

ととしている。
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